
市民と野党の共闘で政権交代を

菅政権は、現在開かれている通常国会において、国民投票法改定を成立させようとしてい

ます。しかし、この「改定」法案には最低投票率の規定はなく、ＣМ規制や外国人による国

民投票運動への規制もありません。与党などは、「改定」法案成立後に、自衛隊明記などの

自民党改憲案の発議を狙い、参議院での憲法審査会も動かしています。国民のいのちとくら

しが危機に陥っているときに必要なのは、改憲論議ではなくコロナ対策です。「憲法をいか

せ、9条改憲は許さない」の声をあげましょう。

京都自治労連、京都教職員組合 2021年5月9日

3回目の新型コロナの緊急事態宣言が発せられました。その一方で菅政権は、医療を破壊す

る病床削減推進法案と高齢者医療費2倍化法案の強行しようとしており、とんでもありません。

新型コロナを抑え込むためには、検査の拡大と医療機関の減収補填、事業継続や生活困窮者へ

の補償が不可欠ですが、菅政権にその姿勢はありません。市民が声をあげ、野党と共闘して抜

本的なコロナ対策のための補正予算やくらしを守るための消費税5％減税などを求めましょう。


